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令和４年９月２０日 

原子力規制委員会 殿 

青森県むつ市大字関根字水川目596番地１ 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

代表取締役社長  高橋 泰成 

 

リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書 

本文及び添付書類の一部補正について 

 

令和４年１月２０日付けＲＦＳ発官３第２０号をもって申請しましたリサ

イクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の本文及び添付

書類を下記のとおり一部補正いたします。 

 

記 

 

リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の本文及

び添付書類を別添１及び別添２のとおり補正する。 

                               以 上 



別添１ 

 

 

 

 

本文の一部補正 
 

 



－1－ 

本文を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

－7－  

 

第１図 基準地震動の応答スペ

クトル（水平方向） 

 

別紙１の記載に変更する。 

 

－8－  第２図 基準地震動の応答スペ

クトル（鉛直方向） 

別紙２の記載に変更する。 

 

 

－9－  第８図 基準地震動Ss－B5の加

速度時刻歴波形 

別紙３の記載に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －2－

 

 

 

第１図 基準地震動の応答スペクトル（水平方向） 
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第２図 基準地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 
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 －4－

 

 

 

(a) 基準地震動 Ss－B5H（水平方向） 

 

 

 

 

(b) 基準地震動 Ss－B5V（鉛直方向） 

 

 

第８図 基準地震動 Ss－B5 の加速度時刻歴波形 
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別紙３ 



別添２ 

 

 

 

 

添付書類の一部補正 
 

 

 

 

 

 

 



 －1－ 

添付書類を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

 （記載変更） 別紙１の記載に変更する。 

    

 

－1－ 

9－18 
～ 



 －1－

添 付 書 類 目 次 

 

今回の変更申請に係るリサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変

更許可申請書（使用済燃料貯蔵施設の変更）の添付書類は以下のとおりであ

る。 

 

添付書類一 変更後における使用済燃料の貯蔵の事業の目的に関する説明書 

別添１に示すとおり。 

 

添付書類二 事業計画書 

別添２に示すとおり。 

 

添付書類三 変更に係る使用済燃料の貯蔵に関する技術的能力に関する説明

書 

別添３に示すとおり。 

 

添付書類四 変更に係る使用済燃料貯蔵施設の場所における気象，地盤，水

理，地震，社会環境等の状況に関する説明書 

別添４に示すとおり。 

 

添付書類五 変更に係る使用済燃料貯蔵施設の場所の中心から五キロメート

ル以内の地域を含む縮尺五万分の一の地図 

令和2年11月11日付け原規規発第2011113号をもって事業変更

許可を受けたリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事

業変更許可申請書の添付書類五の記載内容に同じ。 

別紙１



 －2－

 

添付書類六 変更後における使用済燃料貯蔵施設の安全設計に関する説明書 

別添５に示すとおり。 

 

添付書類七 変更後における使用済燃料等による放射線の被ばく管理及び放

射性廃棄物の廃棄に関する説明書 

令和2年11月11日付け原規規発第2011113号をもって事業変更

許可を受けたリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事

業変更許可申請書の添付書類七の記載内容に同じ。 

 

添付書類八 変更後における使用済燃料貯蔵施設の操作上の過失，機械又は

装置の故障，浸水，地震，火災，爆発等があった場合に発生す

ると想定される使用済燃料貯蔵施設の事故の種類，程度，影響

等に関する説明書 

令和2年11月11日付け原規規発第2011113号をもって事業変更

許可を受けたリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事

業変更許可申請書の添付書類八の記載内容に同じ。 

 

添付書類九 変更後における使用済燃料貯蔵施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の整備に関する説明書 

別添６に示すとおり。 

 



別添１ 

 

 

 

 

添 付 書 類 一 

 

 

 

変更後における使用済燃料の貯蔵の事業の目的に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

  



 1－1 

令和2年11月11日付け，原規規発第2011113号をもって事業変更許可受け

たリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の添

付書類一の記述のうち，「(2) 運用計画」の記述を次のとおり変更する。 

 

(2) 運用計画 

本使用済燃料貯蔵施設は，東京電力ホールディングス株式会社及び日

本原子力発電株式会社の実用発電用原子炉の運転により生じる使用済燃

料の貯蔵用として運用する。 

また，使用済燃料貯蔵施設で貯蔵された使用済燃料集合体は，再処理

を行い原子炉で燃料として利用するため，使用済燃料貯蔵契約に基づき，

確実に契約先に返還する。 

 



別添２ 

 

 

 

 

添 付 書 類 二 

 

 

 

事 業 計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 



 2－1 

イ．変更に係る使用済燃料貯蔵施設による使用済燃料の貯蔵の事業の開始の

予定時期 

2023 年度＊ 

＊：事業開始時期は，使用済燃料を収納した金属キャスクの搬入までに

定める保安規定の変更認可の見通しが得られた段階で見極めるもの

とし，それに合わせて法第四十三条の七第二項に定める工事計画の

変更の届出を行う。 

  



 2－2 

ロ．変更に係る使用済燃料貯蔵施設による使用済燃料の貯蔵の事業の開始の

日以後五年内の日を含む毎事業年度の使用済燃料の種類別の予定受払量 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(注１) 

（単位：ｔ） 

年度 

 

種類 

2023 2024 2025 2026 2027 2028 

受入量 払出量 受入量 払出量 受入量 払出量 受入量 払出量 受入量 払出量 受入量 払出量 

(注２) 

ＢＷＲ使用済 

燃料集合体 

12 0 
(注３) 

未定 
0 

(注３) 

未定 
0 

(注３) 

未定 
0 

(注３) 

未定 
0 

(注３) 

未定 
0 

（注１）ｔは，照射前金属ウラン量である。 

（注２）ＢＷＲは，発電用の軽水減速，軽水冷却，沸騰水型原子炉である。 

（注３）東京電力ホールディングス株式会社及び日本原子力発電株式会社からの搬入計画が未

定のため。 



 2－3 

ハ．変更の工事に要する資金の額及びその調達計画 

 

 

 

 

 

 

 

当社は，使用済燃料の貯蔵の事業開始前に要する資金は，借入金及び

使用済燃料貯蔵契約に基づく前受金により調達する計画としている。ま

た，借入金及び前受金については，過去10年以上の資金調達実績があり，

調達は十分可能である。 

 

  

（単位：億円） 
 

年 度 

摘 要 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 合計 

工 事 費                    

調
達
計
画 

自己資金                    

前 受 金                    

借 入 金                    

計                    

備  考 

使用済燃料貯蔵設備本体等を含めた総工事費は     億円であり， 

その調達は自己資金（  億円），前受金（   億円），借入金（   億円）による。 

借入金の調達は，一般借入金等による。 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 



 2－4 

ニ．変更に係る使用済燃料貯蔵施設による使用済燃料の貯蔵の事業の開始の日

以後五年内の日を含む毎事業年度における資金計画及び事業の収支見積り 

(1) 資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は，貯蔵開始後における資金（工事資金，債務償還等）について

は，借入金，前受金及び使用済燃料貯蔵契約に基づく収入により調達す

る計画としている。 

 

  

（単位：億円） 

年 度 

摘 要 
2023 2024 2025 2026 2027 2028 

前 年 度 繰 越 金    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

需 

要 

営 業 費 用   

工 事 資 金   

債 務 償 還   

計   

調 

達 

資 本 金    

前 受 金    

収入（減価償却費,

営 業 費 用 等 ） 
  

借 入 金    

計   

翌 年 度 繰 越 金    

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 



 2－5 

(2) 事業の収支見積り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：億円） 

年 度 

摘 要 
2023 2024 2025 2026 2027 2028 

収   入    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 

費 

用 

製 造 原 価   

一 般 管 理 費   

支 払 利 息 等   

計   

損   益    

損 益 の 累 計  

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 



 2－6 

ホ．その他変更後における使用済燃料の貯蔵の事業に関する経理的基礎を有

することを明らかにする事項 

東京電力ホールディングス株式会社及び日本原子力発電株式会社は，使

用済燃料貯蔵契約により，当社の使用済燃料の貯蔵の事業の実施に伴い発

生する総費用を負担することとなっている。 



別添３ 

 

 

 

 

添 付 書 類 三 

 

 

 

変更に係る使用済燃料の貯蔵に関する技術的能力に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は個人情報に属しますので公開できません。 



 

 3－1 

イ．変更に係る特許権その他の技術に関する権利若しくは特別の技術による

使用済燃料の貯蔵の方法又はこれらに準ずるものの概要 

変更に係る特許権その他の技術に関する権利若しくは特別の技術による

使用済燃料の貯蔵の方法又はこれらに準ずるものはない。 



 

 3－2 

ロ．変更に係る主たる技術者の履歴 

当社は，国内で実績のある原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク

貯蔵施設の建設・貯蔵管理の経験を有する東京電力ホールディングス株式

会社又は日本原子力発電株式会社からの出向により，その建設・貯蔵管理

の経験や原子力工学，機械工学，放射線管理等の専門的知識及び経験を有

する技術者を擁している。 

当社の主たる技術者の履歴を第１表に示す。 

  



 

 3－3

第１表 主たる技術者の履歴 

（2022年９月１日現在） 

氏 名 履  歴 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年６月 当 社 常務取締役リサイクル燃料貯蔵備蓄センター長 

  

 

 

 

 

 

 

平成25年７月 当 社 品質保証部長 

（原子炉主任技術者・核燃料取扱主任者） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年６月 当 社 技術安全部長 

（原子炉主任技術者） 

  

枠囲みの内容は個人情報に属しますので公開できません。 



 

 3－4

 

氏 名 履  歴 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年７月 当 社 品質保証部部長 

（原子炉主任技術者・核燃料取扱主任者） 

  

 

 

 

 

 

 

令和４年７月 当 社 技術安全部技術安全担当 

（原子炉主任技術者・核燃料取扱主任者） 

  

 

 

 

 

 

平成29年８月 当 社 貯蔵保全部土木・建築担当 

 

 

 

 

令和３年10月 当 社 技術グループマネージャー兼環境・放射線管理グループ 

（原子炉主任技術者） 

 

  

枠囲みの内容は個人情報に属しますので公開できません。 



 

 3－5 

ハ．その他変更後における使用済燃料の貯蔵に関する技術的能力に関する事項 

(1) 設計及び工事のための組織 

本変更後における使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事に係る業務は，

第1図に示す組織にて実施する。これらの組織は，「核原料物質，核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」とい

う。）第43条の20第1項の規定に基づく使用済燃料貯蔵施設保安規定

（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌に基づき，明確

な役割分担の下で使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事に係る業務を適確

に実施する。 

社長の下，金属キャスクを含む使用済燃料貯蔵建屋等の設計について

は企画総務部,防災安全部,技術安全部,貯蔵保全部,キャスク設計製造部

が実施し，品質保証部は各部の品質保証を統括し，品質監査部は内部監

査を実施する。さらに，品質保証活動に必要な文書，品質保証活動に関

する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み，役割を明確にした品

質保証体制を明確にするとともに，品質マニュアルである「原子力品質

保証規程」の変更に係る事項を審議する品質保証委員会を設置する。ま

た，使用済燃料貯蔵施設の保安に関する事項（許認可の変更に係る事項

や保安活動に係るマニュアルの制改訂）を審議する使用済燃料貯蔵施設

保安委員会を設置する。 
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第１図 使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事に係る組織図 
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リサイクル燃料
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使用済燃料 
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品質保証委員会 

使用済燃料貯蔵

施設保安委員会 
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(2) 設計及び工事に係る技術者の確保 

ａ．技術者数 

当社は，「ロ．変更に係る主たる技術者の履歴」のとおり，原子力

工学，機械工学，放射線管理等の専門的知識及び経験を有する技術者

を擁している。また，当社は，原子力発電所内の使用済燃料の乾式キ

ャスク貯蔵施設の設計及び工事に係る知識及び経験を有する技術者を

擁している。 

2022年９月１日現在における在籍技術者数は，57名であり，在籍技

術者の専攻別内訳を第２表に示す。また，在籍技術者の原子力関係業

務従事年数を第３表に示す。この原子力関係業務従事年数には，原子

力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク貯蔵施設における金属キャス

ク及び貯蔵施設の設計及び工事，輸送・貯蔵兼用の金属キャスクの設

計，社団法人日本原子力学会,社団法人日本電気協会の学協会におけ

る規格策定及び当社の業務に密接に関連する使用済燃料の輸送業務に

ついての経験が含まれている。 

 

第２表 在籍技術者の専攻別内訳 

（単位：人） 

専  攻 電 気 機 械 原子力 土 木 建 築 その他 計 

技術者数 12 14 6 0 3 22 57 
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第３表 在籍技術者の原子力関係業務従事年数 

（単位：人） 

従事年数 

 

 

区 分 

１年 

未満 

１年～ 

５年未満 

５年～ 

10年未満 

10 年～ 

20年未満 

20 年 

以上 
合 計 

原子力関係 

平均従事年数 

管 理 職  0 2 0 １ 27 30 29年１か月 

一 般 職  2 5 5 8 7 27 14年２か月 

合  計  2 7 5 9 34 57 22年０か月 

 

ｂ．有資格者数 

2022年９月１日現在における在籍技術者中，核燃料取扱主任者の有

資格者が３名及び原子炉主任技術者の有資格者が６名であるが，今後

とも各種資格取得を奨励することにより，必要な有資格者数を確保す

る。 

(3) 設計及び工事の経験 

ａ．当社の在籍技術者は，東京電力ホールディングス株式会社，日本原

子力発電株式会社において原子力発電所の設計及び工事の経験を有す

る技術者であり，さらに原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク

貯蔵施設の設計及び工事の経験を有する技術者も擁していることで，

業務を円滑に遂行するために必要な技術を十分に獲得している。 

ｂ．使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事並びにこれらに付随する業務の

円滑な遂行に必要な知識・技能の習得及び資質の向上を図るため，社

内外における研修及び実務を通じて技術者の養成を行い，十分な実務

経験を習得させる計画である。 

ｃ．上記の原子力発電に関する技術的能力に加え，さらに，各種海外調
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査派遣，国内研究会へ参加し，経験を継続的に蓄積することとする。 

ｄ．国内で実績のある原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク貯蔵

施設を有する東京電力ホールディングス株式会社及び日本原子力発電

株式会社との連携を密にし，今後，設計及び工事の進捗に応じ，キャ

スク設計，製造管理に十分な経験を有する人的・技術的支援を適宜得

ることとしている。 

(4) 設計及び工事に係る品質保証活動 

品質保証活動の遂行に当たっては，「原子力施設の保安のための業務

に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」に基づいて，関係法

令及び保安規定の遵守の意識を向上させるための活動及び健全な安全文

化を育成し及び維持するための活動をはじめとする，当社に適した品質

保証活動を実施している。これらの品質保証活動は文書化した社内規程

に基づき遂行する。また，品質保証委員会で，品質マニュアルである

「原子力品質保証規程」の変更に係る事項について審議を行い，使用済

燃料貯蔵施設保安委員会で，使用済燃料貯蔵施設の保安に関する事項

（許認可の変更に係る事項や保安活動に係るマニュアルの制改訂）につ

いて審議を行う。 

社長は，品質マネジメントシステムのトップマネジメントとして，品

質保証活動の実施及びその実効性を継続的に改善することに関する責任

と権限を有する。 

使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事における安全を確保するため，社

長は品質方針を定め，リサイクル燃料備蓄センター長及び品質監査部長

を管理責任者として，品質保証活動を統括するとともに，品質マネジメ

ントシステムの実施状況及び改善の必要性の有無について評価するマネ

ジメントレビューを実施する。 
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リサイクル燃料備蓄センター長は，管理責任者として品質マネジメン

トシステムに必要なプロセス（内部監査プロセスを除く）の計画，実施，

評価，改善を行うことにより，品質マネジメントシステムを実施・管理

する責任と権限を有する。 

品質監査部長は，管理責任者として内部監査プロセスの計画，実施，

評価，改善を行うことにより，内部監査を実施・管理する責任と権限を

有する。 

各部長は,当該部が所管するグループの業務の実施方針を示すととも

に結果を確認し必要な指導を行い，業務遂行を統括管理する。各グルー

プマネージャーは,社内規程に基づき個々の業務における品質保証活動

を実施する。 

さらに，発注先に対しては，各グループマネージャーが，調達仕様書，

契約書及びコミュニケーションにより本活動に関する要求事項を明確に

し，必要な指導及び助言を行う。また，必要に応じて監査を行う。 

以上の品質保証活動の実施状況と実効性を検証するために，品質監査

部長は，監査員に認定された者の中から監査チームを編成し，監査チー

ムは，各グループの内部監査を行う。 

なお，運転及び保守に係る品質保証活動に円滑に移行できるように，

設計及び工事の進捗に応じて，必要な技術者を適切に確保するとともに，

社内規程を改訂し，必要な教育及び訓練を行い継続的な改善を行う。 

(5) 運転及び保守のための組織 

使用済燃料貯蔵事業の開始に当たっては，保守部門を適宜設け，その

業務を適確に実施し，かつ，調達内容を適確に管理することにより，そ

の業務を適確に遂行することができるようにする。 

また，運転及び保守を適確に遂行するために，「原子炉等規制法」第
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43条の20第１項に基づいて保安規定を定め，この中で運転及び保守のた

めの組織を明確に定める。 

(6) 運転及び保守に係る技術者の確保 

ａ．使用済燃料貯蔵施設の運転及び保守を適確に行い，安全の確保を図

るために，設計及び工事に係る技術者，並びに国内で実績のある原子

力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク貯蔵施設を有する東京電力ホ

ールディングス株式会社，日本原子力発電株式会社から運転及び保守

に係る技術者を受け入れることにより技術力の維持を図り，適宜要員

を確保する計画である。 

ｂ．使用済燃料貯蔵施設の運転及び保守に当たっては，運営管理，対外

通報や運転及び保守を厳重に行い安全の確保を図るため，必要な要員

を確保する計画である。運転及び保守の遂行に応じて，十分な経験を

有する人的・技術的支援を適宜得る計画である。 

ｃ．今後とも各種資格取得を奨励することにより，必要な技術者数を確

保する。 

(7) 運転及び保守の経験 

ａ．国内で実績のある原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク貯蔵

施設を有する東京電力ホールディングス株式会社及び日本原子力発電

株式会社との連携を密にし，今後，運転及び保守に十分な経験を有す

る人的・技術的支援を適宜得る。 

ｂ．東京電力ホールディングス株式会社及び日本原子力発電株式会社に

おける原子力発電所の運転及び保守の経験，原子力発電所内の使用済

燃料の乾式キャスク貯蔵施設の運転及び保守の経験，使用済燃料の輸

送業務の経験を適切に使用済燃料貯蔵施設の運転及び保守に反映する。 

ｃ．運転及び保守に係る技術者は，工事管理及び設備の運転を通じ，運
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転及び保守に必要な経験を習得させる計画である。 

(8) 運転及び保守に係る品質保証活動 

「(4) 設計及び工事に係る品質保証活動」に示した方針に基づく体制

を継続する。 

(9) 教育・訓練 

使用済燃料貯蔵施設の設計，工事，運転，保守及びこれらに付随する

業務の円滑な遂行に必要な知識・技能の習得及び資質の向上を図るため，

技術者をはじめとするセンター員に対し以下のとおり教育・訓練を適宜

行う。 

ａ．社内における研修，設計の実務経験を通じて使用済燃料貯蔵に関す

る知識を習得させる。 

ｂ．建設工事の進捗に合わせて，建設工事に直接従事させることにより，

設備に対する知識の向上を図る。また，工事及び運転の実務を通じて，

運転及び保守に係る技術及び技能を取得させる。 

ｃ．技術者に対しては，ＯＪＴ（オンザジョブトレーニング），定期的

な保安教育及び訓練を実施し，安全に係る知識・技能を習得させると

ともに，必要な知識・技能が確実に身に付いていることを定期的に確

認する制度を設け，技術レベルの維持・向上を図る。 

ｄ．海外情報の収集を通じて一層の技術的能力の向上を図る。 

ｅ．必要に応じ，研修機関及び講習会へ参加させることにより，関連知

識を習得させる。 

ｆ．業務に従事する技術者,事務系社員及び協力会社社員に対しては,各

役割に応じた自然災害発生時の対応に必要となる技能の維持と知識の

向上を図るため,計画的かつ継続的に教育・訓練を実施する。 
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(10) 有資格者等の選任・配置 

使用済燃料取扱主任者及びその代務者は，核燃料取扱主任者免状また

は原子炉主任技術者免状を有する者のうちから社長が選任するとともに，

保安上必要な金属キャスクの取扱いに従事する者への指示及び助言の業

務が適切に遂行できるよう設計及び工事並びに運転及び保守の保安に関

する職務を兼任しないようにする等，職務の独立性を確保した配置とす

る。 



別添４ 

 

 

 

 

添 付 書 類 四 

 

 

 

変更に係る使用済燃料貯蔵施設の場所における気象，地盤， 

水理，地震，社会環境等の状況に関する説明書 
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令和 2 年 11 月 11 日付け，原規規発第 2011113 号をもって事業変更許可

受けたリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請

書の添付書類四の記述のうち，図表について別表１のとおり読み替えると

ともに，下記項目の記述及び関連図面等を次のとおり変更又は追加する。 

 

記 

 

3. 地盤 

3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1 調査内容 

3.2.1.1 文献調査 

(1) 敷地周辺陸域の地質及び地質構造に関する主な文献 

3.2.2 陸域の調査結果 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

(2) 新第三系中新統 

ｂ．下北半島東部 

(d) 目名層 

3.5 使用済燃料貯蔵建屋設置位置付近の地質・地質構造及び地盤 

3.5.3 地質・地質構造及び地盤の調査結果の評価 

3.5.3.1 使用済燃料貯蔵建屋基礎地盤の安定性 

(1) 解析条件 

ｄ．地震力 

3.6 参考文献 

第 3.2－1 表(1) 敷地周辺陸域の地質層序表 

第 3.2－1 表(2) 地層名の考え方について 
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第 3.5－12 表 基礎地盤の支持力評価結果一覧 

第 3.5－13 表 すべり安全率一覧 

第 3.5－15 表 基礎底面の傾斜評価結果一覧 

第 3.2－5 図 敷地周辺陸域の段丘面形成年代 

 

5. 地震 

5.6 基準地震動 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

5.6.3 基準地震動の策定 

5.6.4 基準地震動の超過確率 

5.7 参考文献 

第 5.6－14 表 標準応答スペクトルのコントロール・ポイント 

第 5.6－15 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における模

擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

第 5.6－16 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における模

擬地震波の作成結果 

第 5.6－20 表 基準地震動 Ss－A 及び Ss－B1～Ss－B5 

第 5.6－32 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化（標準応答スペク

トルに基づく模擬地震波） 

第 5.6－33 図 標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクト

ル比 

第 5.6－34 図 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における模

擬地震波の時刻歴波形 

第 5.6－35 図(1) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペク

トル（水平方向） 
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第 5.6－35 図(2) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペク

トル（鉛直方向） 

第 5.6－36 図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水

平方向） 

第 5.6－36 図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛

直方向） 

第 5.6－42 図(1) 震源を特定せず策定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（水平方向） 

第 5.6－42 図(2) 震源を特定せず策定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（鉛直方向） 

第5.6－43図(1) 基準地震動Ss－A及び基準地震動Ss－B1～Ss－B5（水

平方向） 

第5.6－43図(2) 基準地震動Ss－A及び基準地震動Ss－B1～Ss－B5（鉛

直方向） 

第 5.6－44 図(5) 基準地震動 Ss－B5 の時刻歴波形 

第 5.6－47 図(1) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザードスペクト

ルの比較（水平方向） 

第 5.6－47 図(2) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザードスペクト

ルの比較（鉛直方向） 

 

6. 津波 

6.2 青森県による津波想定 

6.5 仮想的大規模津波の設定 

6.6 参考文献 

第 6.2－4 図 青森県による津波浸水予測図 
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第 6.2－5 図 青森県による海岸線上での津波水位 

 

7. 火山 

7.2 調査内容 

7.2.1 文献調査 

7.3 検討結果 

7.3.1 使用済燃料貯蔵施設の立地評価 

7.3.1.1 地理的領域内の第四紀火山 

7.3.1.2 使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山 

7.3.1.3 使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山の個別評価 

7.5 参考文献 

第 7.3－1 表 地理的領域の第四紀火山における活動可能性 

第 7.3－2 表 評価対象となる設計対応不可能な火山事象 

第 7.3－1 図 地理的領域の火山地質図 

第 7.3－15 図 敷地及び敷地近傍で確認される主な降下火砕物 

 

  



4－目－5 

別表１ 

変 更 前 変 更 後 

第 3.2－1 表 敷地周辺陸域の地質層

序表 

第 5.6－14 表 設計用応答スペクト

ル Ss－AH，Ss－AV のコントロー

ル・ポイント 

第 5.6－15 表 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の振幅包絡線の経時

的変化 

第 5.6－16 表 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の作成結果 

第5.6－17表 基準地震動Ss－A及び

Ss－B1～Ss－B4 

第 5.6－18 表 評価対象とする活断

層の諸元 

第 5.6－19 表(1) 各領域における

大地震規模（領域震源，プレート間

地震） 

第 5.6－19 表(2) 各領域における

大地震規模（領域震源，海洋プレー

ト内地震） 

 

 

第 3.2－1 表(1) 敷地周辺陸域の地

質層序表 

第 5.6－17 表 設計用応答スペクト

ル Ss－AH，Ss－AV のコントロー

ル・ポイント 

第 5.6－18 表 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の振幅包絡線の経時

的変化 

第 5.6－19 表 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の作成結果 

第5.6－20表 基準地震動Ss－A及び

Ss－B1～Ss－B5 

第 5.6－21 表 評価対象とする活断

層の諸元 

第 5.6－22 表(1) 各領域における

大地震規模（領域震源，プレート間

地震） 

第 5.6－22 表(2) 各領域における

大地震規模（領域震源，海洋プレー

ト内地震） 
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変 更 前 変 更 後 

第 5.6－19 表(3) 各領域における

大地震規模（領域震源，内陸地殻内

地震） 

第 5.6－32 図(1) 震源を特定せず策

定する地震動の応答スペクトル（水

平方向） 

第 5.6－32 図(2) 震源を特定せず策

定する地震動の応答スペクトル（鉛

直方向） 

第 5.6－33 図(1) 応答スペクトルに

基づく地震動評価結果と基準地震

動 Ss－A の比較（水平方向） 

第 5.6－33 図(2) 応答スペクトルに

基づく地震動評価結果と基準地震

動 Ss－A の比較（鉛直方向） 

第 5.6－34 図 継続時間及び振幅包

絡線の経時的変化 

 

第 5.6－35 図 設計用応答スペクト

ル Ss－AH，Ss－AV に対する設計用

模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の応答

スペクトル比 

 

第 5.6－22 表(3) 各領域における

大地震規模（領域震源，内陸地殻内

地震） 

第 5.6－36 図(1) 震源を特定せず策

定する地震動の応答スペクトル（水

平方向） 

第 5.6－36 図(2) 震源を特定せず策

定する地震動の応答スペクトル（鉛

直方向） 

第 5.6－37 図(1) 応答スペクトルに

基づく地震動評価結果と基準地震

動 Ss－A の比較（水平方向） 

第 5.6－37 図(2) 応答スペクトルに

基づく地震動評価結果と基準地震

動 Ss－A の比較（鉛直方向） 

第 5.6－38 図 継続時間及び振幅包

絡線の経時的変化（設計用模擬地震

波 Ss－AH，Ss－AV） 

第 5.6－39 図 設計用応答スペクト

ル Ss－AH，Ss－AV に対する設計用

模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の応答

スペクトル比 
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変 更 前 変 更 後 

第 5.6－36 図 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の時刻歴波形 

第 5.6－37 図(1) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（プレート間

地震，水平方向） 

第 5.6－37 図(2) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（プレート間

地震，鉛直方向） 

第 5.6－37 図(3) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（海洋プレー

ト内地震，水平方向） 

第 5.6－37 図(4) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（海洋プレー

ト内地震，鉛直方向） 

第 5.6－37 図(5) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内

地震，水平方向） 

 

第 5.6－40 図 設計用模擬地震波 Ss

－AH，Ss－AV の時刻歴波形 

第 5.6－41 図(1) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（プレート間

地震，水平方向） 

第 5.6－41 図(2) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（プレート間

地震，鉛直方向） 

第 5.6－41 図(3) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（海洋プレー

ト内地震，水平方向） 

第 5.6－41 図(4) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（海洋プレー

ト内地震，鉛直方向） 

第 5.6－41 図(5) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内

地震，水平方向） 
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変 更 前 変 更 後 

第 5.6－37 図(6) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内

地震，鉛直方向） 

第 5.6－38 図(1) 震源を特定せず策

定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（水平方向） 

第 5.6－38 図(2) 震源を特定せず策

定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（鉛直方向） 

第 5.6－39 図(1) 基準地震動 Ss－A

及び基準地震動 Ss－B1～Ss－B4

（水平方向） 

第 5.6－39 図(2) 基準地震動 Ss－A

及び基準地震動 Ss－B1～Ss－B3

（鉛直方向） 

第5.6－40図(1) 基準地震動Ss－B1

の時刻歴波形 

第5.6－40図(2) 基準地震動Ss－B2

の時刻歴波形 

第5.6－40図(3) 基準地震動Ss－B3

の時刻歴波形 

 

第 5.6－41 図(6) 断層モデルを用い

た手法による地震動評価結果と基

準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内

地震，鉛直方向） 

第 5.6－42 図(1) 震源を特定せず策

定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（水平方向） 

第 5.6－42 図(2) 震源を特定せず策

定する地震動と基準地震動 Ss－A

の比較（鉛直方向） 

第 5.6－43 図(1) 基準地震動 Ss－A

及び基準地震動 Ss－B1～Ss－B5

（水平方向） 

第 5.6－43 図(2) 基準地震動 Ss－A

及び基準地震動 Ss－B1～Ss－B5

（鉛直方向） 

第5.6－44図(1) 基準地震動Ss－B1

の時刻歴波形 

第5.6－44図(2) 基準地震動Ss－B2

の時刻歴波形 

第5.6－44図(3) 基準地震動Ss－B3

の時刻歴波形 
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変 更 前 変 更 後 

第5.6－40図(4) 基準地震動Ss－B4

の時刻歴波形 

第 5.6－41 図(1) ロジックツリー

（特定震源） 

第 5.6－41 図(2) ロジックツリー

（領域震源） 

第 5.6－42 図(1) 基準地震動 Ss－A

と一様ハザードスペクトルの比較

（水平方向） 

第 5.6－42 図(2) 基準地震動 Ss－A

と一様ハザードスペクトルの比較

（鉛直方向） 

第5.6－43図(1) 基準地震動Ss－B1

～Ss－B4 と一様ハザードスペクト

ルの比較（水平方向） 

第 5.6－43 図(2) 基準地震動 Ss－B1

～Ss－B3 と一様ハザードスペクト

ルの比較（鉛直方向） 

第5.6－44図(4) 基準地震動Ss－B4

の時刻歴波形 

第 5.6－45 図(1) ロジックツリー

（特定震源） 

第 5.6－45 図(2) ロジックツリー

（領域震源） 

第 5.6－46 図(1) 基準地震動 Ss－A

と一様ハザードスペクトルの比較

（水平方向） 

第 5.6－46 図(2) 基準地震動 Ss－A

と一様ハザードスペクトルの比較

（鉛直方向） 

第5.6－47図(1) 基準地震動Ss－B1

～Ss－B5 と一様ハザードスペクト

ルの比較（水平方向） 

第5.6－47図(2) 基準地震動Ss－B1

～Ss－B5 と一様ハザードスペクト

ルの比較（鉛直方向） 
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3. 地盤 

3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1.1 文献調査 

敷地周辺の地質，地質構造等に関する主な文献としては，以下のものが

ある。 

(1) 敷地周辺陸域の地質及び地質構造に関する主な文献 

通商産業省工業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総

合研究所地質調査総合センター，以下，「地質調査所」という。）及び国

立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター（以下，「地質

調査総合センター」という。）発行 

５万分の１地質図幅及び説明書 

「大
おお

畑
はた

」（1957）(1) 

「近
ちか

川
がわ

」（1961）(2) 

「大
おお

間
ま

・佐
さ

井
い

」（1962）(3) 

「陸
む

奥
つ

川
かわ

内
うち

」（1975）(4) 

「尻
しり

屋
や

崎」（1977）(5) 

50 万分の１活構造図 

「青森」（1986）(6) 

20 万分の１地質図幅 

「野辺地」（2021）(82) 

青森県発行 

「青森県地質図（20 万分の１）及び青森県の地質」（1998）(7) 

活断層研究会編 

「[新編] 日本の活断層」（1991）(8) 

池田ほか編 
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「第四紀逆断層アトラス」（2002）(9) 

今泉ほか編 

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」（2018）(10) 

北村編 

「新生代東北本州弧地質資料集」（1986）(11) 

小池・町田編 

「日本の海成段丘アトラス」（2001）(12) 

 

3.2.2 陸域の調査結果 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

敷地周辺陸域の地質層序表を第 3.2－1 表(1)に，地質図を第 3.2－2 図

に，地質断面図を第 3.2－3 図に示す。 

地質層序の考え方は北村編(1986)(11)を基本としているが，砂子又層の最

下部あるいは一部蒲野沢層の最上部とされていた地層の一部が蒲野沢層

及び砂子又層と不整合関係にあることを確認したことから，蒲野沢層と砂

子又層の間に新たに目名層（仮称）を設定した（第 3.2－1 表(2)）。なお，

20 万分の１地質図幅「野辺地」(2021)(82)では，当社と同様の地層区分を

行っているが，地層名については芳賀・山口(1990)を参照して当社の目名

層（仮称）を砂子又層，当社の砂子又層を浜田層と呼んでいる（第 3.2－1

表(2)）。 

敷地周辺陸域の先第三系～第四系下部更新統は，下北半島西部では下位

より，先第三系の長
なが

浜
はま

層，新第三系中新統の金
きん

八
ぱち

沢
ざわ

層，桧川
ひのきがわ

層，大間層及

び易
い

国
こく

間
ま

層，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の大畑層及び野
の

平
だい

層，第

四系下部更新統の於
お

法
ほう

岳火山噴出物が分布する。下北半島東部では下位よ

り，先第三系の尻屋層群，新第三系中新統の猿
さる

ヶ
が

森
もり

層，泊
とまり

層，蒲
がま

野
の

沢
さわ

層及
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び目
め

名
な

層，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層が分布する。 

第四系下部更新統～完新統は，下部～中部更新統の恐山火山噴出物，中

部更新統の陸奥燧岳火山噴出物及び田名部層，中部～上部更新統の段丘堆

積物及び古砂丘堆積物並びに完新統の沖積層及び新砂丘堆積物からなる。 

(2) 新第三系中新統 

ｂ．下北半島東部 

(d) 目名層（仮称） 

目名層は，砂子又丘陵の東通村目名東方に比較的広く分布し，朝

比奈平丘陵西縁の東通村砂子又付近及びむつ市中
なか

野
の

沢
さわ

東方並びに朝

比奈平丘陵の朝比奈平付近にも小規模に分布する。 

本層は，猿ヶ森層及び蒲野沢層を不整合に覆い，砂子又層に不整

合で覆われる。 

構成岩種は，主に軽石質砂岩及び砂岩であり，軽石凝灰岩，礫岩

等を挟在する。 

珪藻化石分析結果によると，本層中からThalassionema schraderi 

zone（Akiba，1986）(27)及びRouxia californica zone（Akiba，1986）(27)

に対比される珪藻化石群集が産出する。このことから，本層の堆積

年代は後期中新世であると判断される。 
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3.5 使用済燃料貯蔵建屋設置位置付近の地質・地質構造及び地盤 

3.5.3 地質・地質構造及び地盤の調査結果の評価 

3.5.3.1 使用済燃料貯蔵建屋基礎地盤の安定性 

(1) 解析条件 

ｄ．地震力 

 動的地震力としては，「5.6.3 基準地震動の策定」に示す基準地震

動（Ss－A 及び Ss－B1～Ss－B5）を用い，解放基盤表面である基礎地

盤のモデル下端から水平方向及び鉛直方向に同時に入力した。なお，

水平方向の地震動のみ設定されている基準地震動 Ss-B4 については，

鉛直方向の地震動として添付書類六「1.1.6.3 基準地震動及び弾性設

計用地震動」に示す一関東評価用地震動（鉛直方向）を用いた。一関

東評価用地震動（鉛直方向）は，一関東観測点における岩手・宮城内

陸地震で得られた観測記録のＮＳ方向及びＥＷ方向のはぎとり解析に

より算定した基盤地震動の応答スペクトルを平均し，平均応答スペク

トルを作成した。水平方向に対する鉛直方向の地震動の比３分の２を

考慮し，平均応答スペクトルに３分の２を乗じた応答スペクトルを設

定した。一関東観測点における岩手・宮城内陸地震で得られた鉛直方

向の地中記録の位相を用いて，設定した応答スペクトルに適合するよ

う模擬地震波を作成した。作成した模擬地震波により厳しい評価とな

るように振幅調整した地震動を一関東評価用地震動（鉛直方向）とし

た。また，Ss－A については水平地震動及び鉛直地震動の位相反転，

Ss－B1～Ss－B5 については水平地震動の位相反転を考慮した場合に

ついても検討した。 

  



4－3－5 
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第 3.2－1(2)表 地層名の考え方について 
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第3.5－12表 基礎地盤の支持力 評価結果一覧 

 

 

 

 

 

 

第3.5－13表 すべり安全率一覧 

 

 

 

 

 

 

 

第3.5－15表 基礎底面の傾斜 評価結果一覧 

 

 

Ss-A Ss-B1 Ss-B2H1 Ss-B2H2 Ss-B3H1 Ss-B3H2 Ss-B4H1 Ss-B4H2 Ss-B5

1.28(-,-) 1.08(+,+) 1.17(+,+) 1.16(-,+) 1.10(-,+) 1.11(+,+) 1.13(-,+) 1.15(-,+) 1.23(+,-)

〔41.89〕 〔7.73〕 〔17.27〕 〔17.28〕 〔9.51〕 〔9.51〕 〔8.77〕 〔8.76〕 〔5.18〕

1.37(+,-) 1.14(-,+) 1.26(+,+) 1.26(+,+) 1.19(-,+) 1.19(+,+) 1.23(+,+) 1.23(+,+) 1.32(+,-)

〔28.41〕 〔7.73〕 〔17.27〕 〔17.28〕 〔9.51〕 〔9.51〕 〔8.77〕 〔8.76〕 〔5.18〕

地震時最大接地圧 (N/mm
2
)

評価対象

4.58

4.58

 使用済燃料
 貯蔵建屋
 ｘ－ｘ’断面

 使用済燃料
 貯蔵建屋
 ｙ－ｙ’断面

評価
基準値

(N/mm
2
)

※ 下線は，各断面における地震時最大接地圧の最大値を示す。
※ Ssに記載の，(+,+)は位相反転なし，(-,+)は水平反転，(+,-)は鉛直反転，(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す。

※〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

※ Ss-B4は，水平方向のみに定義されており，鉛直動として一関東評価用地震動（鉛直方向）を用いた。

Ss-A Ss-B1 Ss-B2H1 Ss-B2H2 Ss-B3H1 Ss-B3H2 Ss-B4H1 Ss-B4H2 Ss-B5

0.5(+,+) 0.6(-,+) 0.2(+,+) 0.2(-,+) 0.2(-,+) 0.3(+,+) 0.2(-,+) 0.3(+,+) 0.4(+,+)
〔41.95〕 〔8.02〕 〔15.29〕 〔15.17〕 〔11.27〕 〔8.48〕 〔8.65〕 〔8.72〕 〔6.48〕

1/13,000 1/10,000 1/27,000 1/36,000 1/31,000 1/24,000 1/29,000 1/19,000 1/14,000

0.6(+,+) 0.4(-,+) 0.2(-,+) 0.2(+,+) 0.2(+,+) 0.3(-,+) 0.2(-,+) 0.3(+,+) 0.4(+,+)
〔42.01〕 〔8.11〕 〔15.96〕 〔18.51〕 〔9.48〕 〔9.81〕 〔10.10〕 〔8.78〕 〔7.52〕

1/22,000 1/36,000 1/65,000 1/60,000 1/74,000 1/49,000 1/56,000 1/43,000 1/32,000

評価対象

上段：最大相対変位 (cm)，　下段：最大傾斜

 使用済燃料
 貯蔵建屋
 ｙ－ｙ’断面

 使用済燃料
 貯蔵建屋
 ｘ－ｘ’断面

※ 下線は，各断面における最大傾斜の最大値を示す。
※ Ssに記載の，(+,+)は位相反転なし，(-,+)は水平反転，(+,-)は鉛直反転，(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す。

※〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
※ Ss-B4は，水平方向のみに定義されており，鉛直動として一関東評価用地震動（鉛直方向）を用いた。
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5. 地震 

5.6 基準地震動 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

(1) 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，「地域性を考慮

する地震動」及び「全国共通に考慮すべき地震動」について検討する。

検討においては，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地

殻内地震を検討対象地震として選定し，それらの地震時に得られた震源

近傍における観測記録を収集し，敷地の地盤物性を考慮した応答スペク

トルを設定する。これに加え，「全国共通に考慮すべき地震動」につい

ての検討では，実用発電原子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則の解釈 別記２」における震源近傍の多数の地震観

測記録に基づいて策定された標準応答スペクトル（以下「標準応答スペ

クトル」という。）を用いる。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺との地域差を検

討するとともに，観測記録と第5.6－31図に示す加藤他（2004）(78)の応答

スペクトルとの大小関係を考慮する。 

(2)  検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源

近傍における観測記録を収集する。 

「地域性を考慮する地震動」として，震源断層がほぼ地震発生層の厚

さ全体に拡がっているものの，地表地震断層としてその全容を表すまでに

至っていないＭw6.5 程度以上の地震を選定する。 

「全国共通に考慮すべき地震動」として，断層破壊領域が地震発生層

内部に留まり，国内においてどこでも発生すると考えられる地震で，震
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源の位置も規模もわからない地震として地震学的検討から全国共通で

考慮すべきＭw6.5 程度未満の地震を選定する。 

また，「全国共通に考慮すべき地震動」についての検討では，標準応答

スペクトルを用いる。 

検討対象地震を第 5.6－13 表に，標準応答スペクトルの応答スペクト

ル値を第 5.6－14 表に示す。 

ａ．「地域性を考慮する地震動」Ｍw6.5程度以上の地震 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5程度以上の2008年

岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地周辺と

の地域差を検討し，観測記録収集対象の要否について検討を行う。 

(a)  2008年岩手・宮城内陸地震 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に新第三紀以降の

火山岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的な褶曲構造が認められ，

東西圧縮応力による逆断層により脊梁山脈を成長させている地域で

ある。さらに，火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われて

おり断層変位基準となる段丘面の分布が限られている。 

また，産業技術総合研究所（2009）(79)によるひずみ集中帯分布図

によれば，震源近傍は，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域内

にある。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘面が広く分布

していること，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置し

ていること等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしながら，

敷地周辺では震源域と同様に東西圧縮応力による逆断層が分布して

いることや，新第三系火山岩類及び堆積岩類の分布が認められるこ

となど一部で類似点も認められる。 
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以上より，更なる安全性向上の観点から，より保守的に2008年岩

手・宮城内陸地震を観測記録収集対象として選定する。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記録を収集し，

その地震動レベル及び地盤増幅特性を評価する。その結果，地盤の

非線形性や特異な増幅特性が無く，基盤地震動を算定する地盤構造

モデルについて，観測記録の伝達関数を再現できることを確認した

栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点，KiK-net一関東観測

点，KiK-net花巻南観測点及びK-NET一関観測点の観測記録を信頼性

の高い基盤地震動が評価可能な観測記録として選定する。なお，KiK-

net一関東観測点については，鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現

できていないことから，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難と判

断し，水平方向のみ基盤地震動が適切に評価可能な観測記録として

選定する。 

選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動として，栗駒

ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net一関東観測点

（水平方向のみ）を，震源を特定せず策定する地震動に考慮する基

盤地震動として選定する。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度は，栗駒ダム

で700m/s以上，KiK-net金ヶ崎観測点で540m/s，KiK-net一関東観測

点で680m/sといずれの観測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同

等あるいは低い値となっていることから，地盤のＳ波速度による補

正を行わないこととする。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-

net一関東観測点（水平方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，

震源を特定せず策定する地震動として，「2008年岩手・宮城内陸地
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震（栗駒ダム[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」及び「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」

を採用する。 

(b)  2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応力による横ず

れ断層の地震とされている。岡田（2002）(80)によれば，文献では震

源域周辺に活断層は記載されておらず，活断層発達過程でみると，

初期の発達段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な状態とみなさ

れている。井上他（2002）(81)によれば，新第三紀中新世に貫入した

安山岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断

層に平行であることが示されている。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認められる地域

であり，断層変位基準となる海成段丘面が広く認められる地域である。 

以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺地域とは活断

層の特徴，地質・地質構造等に地域差が認められると判断されるこ

とから，2000年鳥取県西部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｂ．「全国共通に考慮すべき地震動」Ｍw6.5程度未満の地震 

(a)  Ｍw6.5程度未満の地震の観測記録による地震動 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5程度未満の14地震

について，震源近傍の観測記録を収集して，その地震動レベルを整理

する。 

その結果，加藤他（2004）を一部周期帯で上回る地震観測記録とし

て2004年北海道留萌支庁南部地震，2013年栃木県北部地震，2011年茨

城県北部地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震の

観測記録を抽出する。 
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抽出した観測記録のうち，2013年栃木県北部地震，2011年茨城県北

部地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震について

は，記録を再現できる適切な地盤モデルが構築できず，基盤地震動の

評価が困難であることから，震源を特定せず策定する地震動に考慮し

ない。 

一方，2004年北海道留萌支庁南部地震については，震源近傍のK-NET

港町観測点において，佐藤他（2013）(82)が詳細な地盤調査に基づいて

基盤地震動の推定を行っており，信頼性の高い基盤地震動が得られて

いる。この基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する地

震動として「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」を採用す

る。 

(b)  標準応答スペクトルを考慮した地震動 

第5.6－14表に示した標準応答スペクトルに適合するよう，地震基盤

相当面における模擬地震波を作成し，地盤構造モデルを用いて解放基

盤表面における地震動（以下「標準応答スペクトルを考慮した地震動」

という。）を設定する。地震基盤相当面における模擬地震波は，一様

乱数の位相をもつ正弦波の重ね合わせによって作成する。模擬地震波

の継続時間と振幅包絡線は，Noda et al.（2002）(37)に基づき第5.6－

32図の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を第5.6－15表に示す。地震

基盤相当面における模擬地震波の作成結果を第5.6－16表に，標準応答

スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比を第5.6－33図に，

時刻歴波形を第5.6－34図に示す。標準応答スペクトルを考慮した地震

動に用いる地盤構造モデルは，統計的グリーン関数法による地震動評

価で用いる地盤構造モデルとする。設定した標準応答スペクトルを考

慮した地震動の応答スペクトルを第5.6－35図に示す。 
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ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

加藤他（2004)の応答スペクトルは，震源を特定せず策定する地震動

として採用した「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」，「2008 年岩手・宮

城内陸地震（KiK-net 一関東）」，「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-

NET 港町）」，「標準応答スペクトルを考慮した地震動」の応答スペクト

ルを一部周期帯において上回る。 

このことから，加藤他（2004）の応答スペクトルを震源特定せず策

定する地震動として採用する。 

なお，加藤他（2004）の応答スペクトルには，Noda et al.（2002）

の方法より求めた敷地の地盤物性を考慮している。 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008年岩手・宮城

内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」，

「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」，「標準応答スペク

トルを考慮した地震動」の応答スペクトル及び加藤他（2004）の応答

スペクトルを第5.6－36図に示す。 

 

5.6.3 基準地震動の策定 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「5.6.2 震

源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき，敷地の解放基盤表面

における水平方向及び鉛直方向の地震動として，基準地震動を策定する。 

(1) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動として Ss－A を設定
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する。基準地震動 Ss－A は，設計用応答スペクトルに適合する設計用

模擬地震波で表すものとする。 

(a)  設計用応答スペクトル 

 「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において応

答スペクトルに基づく手法により評価した検討用地震による地震動

の応答スペクトル及び不確かさを考慮した応答スペクトルを第 5.6－37

図に示す。これら全ての応答スペクトルを包絡して策定した水平方

向の設計用応答スペクトル Ss－AH 及び鉛直方向の設計用応答スペ

クトル Ss－AV を第 5.6－37 図に併せて示す。 

 設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV のコントロール・ポイント

の値を第 5.6－17 表に示す。 

(b)  設計用模擬地震波 

基準地震動 Ss－A は，設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV で表すも

のとする。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV は，それぞれの応答スペクトル

に適合するように地震動の振幅包絡線の経時的変化に基づいて，正

弦波の重ね合わせによって作成する。これらの設計用模擬地震波の

継続時間と振幅包絡線は，Noda et al.（2002）に基づき第 5.6－38

図の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を第 5.6－18 表に示す。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の作成結果を第 5.6－19 表に，

設計用応答スペクトルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトル

の比を第 5.6－39 図に示す。 

以上により策定した設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の加速度

時刻歴波形を第 5.6－40 図に，最大加速度振幅値を第 5.6－20 表に

示す。 
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ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において断層

モデルを用いた手法により評価した検討用地震による地震動の応答ス

ペクトル及び不確かさを考慮した応答スペクトルと上記 a.で設定し

た設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV との比較を第 5.6－41 図に

示す。 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果は，設計用応答スペ

クトル Ss－AH，Ss－AV を全ての周期帯において下回る。このため，断

層モデルを用いた手法による基準地震動は，応答スペクトルに基づく

手法で設定した基準地震動 Ss－A で代表させる。 

(2)  震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 

震源を特定せず策定する地震動と基準地震動 Ss－A の設計用応答スペ

クトル Ss－AH，Ss－AV との比較を第 5.6－42 図に示す。第 5.6－20 表に

示す５波が基準地震動 Ss－A の設計用応答スペクトルを一部周期帯で上

回ることから，「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」を基準

地震動 Ss－B1，「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」を

Ss－B2，「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」を Ss－B3，「2008

年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を Ss－B4（水平方向のみ）及

び「標準応答スペクトルを考慮した地震動」を Ss－B5 として設定する。

その応答スペクトルを第 5.6－43 図に，加速度時刻歴波形を第 5.6－44

図に示す。 

 

5.6.4 基準地震動の超過確率 

日本原子力学会（2007）(83)に基づいて算定した敷地における地震動の一

様ハザードスペクトルと基準地震動の応答スペクトルを比較する。 
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震源については，地震発生様式ごとに，「特定震源モデルに基づく評価」

及び「領域震源モデルに基づく評価」に分けて考慮することとし，確率論

的地震ハザードに大きな影響を及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジッ

クツリーを作成する。 

ロジックツリーは，地震調査研究推進本部（2013）(84)の考え方に基づき

作成する。 

地震調査研究推進本部（2013）では，「領域震源モデルに基づく評価」に

用いる各領域の地震規模の設定に当たり，「モデル１」及び「モデル２」の

２つの考え方を示しており，「モデル２」においては，地震規模が確率論的

地震ハザード評価に与える影響を検討するために，各領域に「モデル１」

より大きな地震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価に

おける「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル１」に加え「モデル

２」についてもロジックツリーの分岐として考慮する。 

設定したロジックツリーを第5.6－45図に示す。また，特定震源モデルの

うち，断層による地震において評価対象とする活断層の諸元を第5.6－21表

に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最大地震規模を第5.6－22

表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評価に関する地震

調査委員会（2019）(86)の知見があるが，本知見における地震規模及び発生

間隔は，敷地での確率論的地震ハザード評価における設定と同等もしくは

包絡されるものであることから，敷地での確率論的地震ハザード評価に影

響はない。 

基準地震動Ss－Aの応答スペクトルと年超過確率ごとの一様ハザードス

ペクトルの比較を第5.6－46図に示す。基準地震動Ss－Aの年超過確率は，

10-4～10-5程度である。 
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また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定した基準地震動Ss－

B1～Ss－B5 の応答スペクトルと内陸地殻内地震の領域震源による一様ハ

ザードスペクトルの比較を第 5.6－47 図に示す。基準地震動 Ss－B1～Ss－

B5 の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 
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第 5.6－14 表 標準応答スペクトルのコントロール・ポイント 

 

標準応答 
スペクトル 

 
コントロール・ポイント 

A B C D E 

水平方向 

周期 
(s) 

0.02 0.03 0.04 0.06 0.09 

速度 
(cm/s) 

1.910 3.500 6.300 12.000 20.000 

鉛直方向 

周期 
(s) 

0.02 0.03 0.04 0.06 0.09 

速度 
(cm/s) 

1.273 2.500 4.400 7.800 13.000 

 

標準応答 
スペクトル 

 
コントロール・ポイント  

F G H I  

水平方向 

周期 
(s) 

0.15 0.30 0.60 5.00  

速度 
(cm/s) 

31.000 43.000 60.000 60.000  

鉛直方向 

周期 
(s) 

0.15 0.30 0.60 5.00  

速度 
(cm/s) 

19.000 26.000 35.000 35.000  

 

 

 

 

 

 

 

擬似速度応答スペクトル 
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第 5.6－15 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

 

標準応答スペクトル 
マグニチ
ュード 
Ｍ 

等価震源
距離 

Xeq（km） 

継続時間 
（s） 

振幅包絡線の経時的変化（s） 

Ｔb Ｔc Ｔd 

水平方向 
鉛直方向 

7.0 10 29.80 3.72 16.31 29.80 
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第 5.6－16 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の作成結果 

 

標準応答 
スペクトル 

最大加速度 
振幅値 
(cm/s2) 

ＳI比 

応答スペクトル比 

平均値 最小値 標準偏差 

水平方向 600 1.04 1.02 0.92 0.03 

鉛直方向 400 1.01 1.01 0.86 0.03 

 

 

 




5.2

1.0

5.2

1.0

)(

)(

dtTvS

dtTSv
SI比  

 

IS  ：応答スペクトル強さ 

)(TSv ：設計用模擬地震波の擬似速度応答スペクトル（cm/s） 

)(TvS ：目標とする設計用応答スペクトル（cm/s） 

T   ：固有周期（s） 
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第 5.6－20 表 基準地震動 Ss－A及び Ss－B1～Ss－B5 

 

基準地震動 

最大加速度振幅値（cm/s2） 

水平方向 1 水平方向 2 鉛直方向 

Ss－A 
敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に

基づく基準地震動 
600 400 

Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 620 320 

Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム右岸地山） 450 490 320 

Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 430 400 300 

Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 540 500 － 

Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震波 697 442 
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第 5.6－32 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化 

          （標準応答スペクトルに基づく模擬地震波） 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

 

 

第 5.6－33 図 標準応答スペクトルに対する 

模擬地震波の応答スペクトル比 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

 

 

第 5.6－34 図 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の時刻歴波形 
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第 5.6－35 図(1) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（水平方向） 
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第 5.6－35 図(2) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（鉛直方向） 
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第 5.6－36 図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水平方向） 
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Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_X.waz

Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_Y.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_NS.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_EW.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_NS.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_EW.waz

Res_解放基盤波_水平_7796.waz

(h=0.05)

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－36 図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 
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Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_UD.waz

Res_解放基盤波_鉛直_8435.waz

(h=0.05)

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 
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第 5.6－42 図(1) 震源を特定せず策定する地震動と 

基準地震動 Ss－A の比較（水平方向） 
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Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_Y.waz

Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_X.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_NS.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_EW.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_NS.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_EW.waz

Res_解放基盤波_水平_7796.waz

(h=0.05)

基準地震動 Ss－AH 

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－42 図(2) 震源を特定せず策定する地震動と 

基準地震動 Ss－A の比較（鉛直方向） 
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Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_Z.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_UD.waz

Res_解放基盤波_鉛直_8435.waz

(h=0.05)

基準地震動 Ss－AV 

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 
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第 5.6－43 図(1) 基準地震動 Ss－A 及び 

基準地震動 Ss－B1～Ss－B5（水平方向） 
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Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_X.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_NS.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_EW.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_NS.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_EW.waz

Res_解放基盤波_水平_7796.waz

(h=0.05)

基準地震動 Ss－AH 

基準地震動 Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－43 図(2) 基準地震動 Ss－A 及び 

基準地震動 Ss－B1～Ss－B5（鉛直方向） 
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Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_Z.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_UD.waz

Res_解放基盤波_鉛直_8435.waz

(h=0.05)

基準地震動 Ss－AV 

基準地震動 Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 
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第 5.6－44 図(5) 基準地震動 Ss－B5 の時刻歴波形 
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第 5.6－47 図(1) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザード 

スペクトルの比較（水平方向） 
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(h=0.05)

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B5） 
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第 5.6－47 図(2) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザード 

スペクトルの比較（鉛直方向） 
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10-6（領域8B_上下）水平の3分の2倍.waz

Res_解放基盤波_鉛直_8435.waz

(h=0.05)

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B5） 
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6. 津波 

6.2 青森県による津波想定 

 青森県では，平成 24 年，平成 25 年及び平成 27 年に津波想定を公表（以

下「青森県津波想定（平成 27 年）」という。）している。このうち敷地が含

まれる大間崎から尻屋崎については，青森県（2015）(1)によると，太平洋

側で発生する Mw9.0 クラスの海溝型地震の影響が最も大きいとされている。

この地震による津波波源モデルは，三陸沖北部の地震と明治三陸タイプの

地震を網羅する領域が連動するものとして青森県が独自に設定したもの

である（第 6.2－1 図）。この津波波源モデルによる敷地付近の津波浸水予

測図を第 6.2－2 図に，海岸線上での津波水位を第 6.2－3 図に示す。これ

によると，敷地前面海域での津波高は T.P.＋10ｍを下回るが，敷地より東

側の東通村の海域では最大で T.P.＋11.5ｍとなっている。 

 また，地震調査委員会（2019）(2)において，超巨大地震（東北地方太平

洋沖型）の知見があるが，下北半島前面となる三陸沖北部の領域を震源域

に考慮し，同領域に大すべり域及び超大すべり域を設定している青森県に

よる津波想定の方が敷地への影響は大きいと考えられる。 

 なお，青森県では，内閣府（2020）(35)における日本海溝・千島海溝沿い

の巨大地震モデルの知見を踏まえ，内容を見直した津波想定を令和３年に

公表（青森県（2021）(36)）している。この津波波源モデルによる敷地付近

の津波浸水予測図を第 6.2－4 図に，海岸線上での津波水位を第 6.2－5 図

に示す。これによると，敷地前面海域での津波高は T.P.＋13.4ｍとなって

いる。 
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6.5 仮想的大規模津波の設定 

 敷地周辺の津波に関する客観的な知見である青森県津波想定（平成 27 年）

は，文献調査結果及び津波堆積物調査結果から十分な保守性を有すること

が確認された。 

 これにさらなる保守性をもたせた仮想的大規模津波としては，青森県津

波想定（平成 27 年）における敷地前面及び敷地周辺の最大津波高さで

ある T.P.＋11.5ｍの２倍とし，T.P.＋23ｍとした。なお，このときの浸水

深は，使用済燃料貯蔵建屋の設置地盤高がT.P.＋16ｍであることから，一様

に７ｍとなる。 

 また，仮想的大規模津波（T.P.＋23ｍ）が十分に保守的であることを異

なる視点から確認するため，東北地方太平洋沖地震の特性化波源モデルの

知見を参考に設定した波源モデルのすべり量をどの程度大きくすると 23m

程度の津波となるのか算定したところ，すべり量を 2.4 倍～2.5 倍とする

ことで，施設設置盤と使用済燃料貯蔵建屋周りの水位がほぼ 23m となった。

このすべり量は，既往の巨大地震及び将来予測のモデルのすべり量の２～

３倍となっており，これからも仮想的大規模津波は十分に保守的であると

言える。これらの諸元の比較を第 6.5－1 表に示す。 

 なお，仮想的大規模津波の津波高さである T.P.＋23ｍは，令和３年に公

表された青森県の津波想定を踏まえても十分に保守的であるといえる。 
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青森県（2021）(36)       

第6.2－4図 青森県による津波浸水予測図 
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青森県（2021）(36)  

第6.2－5図 青森県による海岸線上での津波水位 
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7. 火山 

7.2 調査内容 

7.2.1 文献調査 

 文献調査では，使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山を抽出する

ため，使用済燃料貯蔵施設の敷地（以下，「敷地」という。）を中心とする

半径 160km の範囲の第四紀火山（以下，「地理的領域内の第四紀火山」とい

う。）について，火山噴出物，火山噴出中心位置，噴出物種類，活動時期，

噴出物分布等を調査した。主な文献としては，以下のものがある。 

独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター（現 国立研究開

発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター，以下，「地質調査総合セ

ンター」という。） 

 200 万分の１「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(1) 

通商産業省工業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総合研

究所地質調査総合センター，以下，「地質調査所」という。） 

 20 万分の１地質図幅 

  「函
はこ

館
だて

及び渡
お

島
しま

大
おお

島
しま

」（1984）(2) 

  「尻屋
し り や

崎」（1972）(3) 

  「野
の

辺
へ

地
じ

」（1963）(4)，「野
の

辺
へ

地
じ

」（2021）(82) 

  「青森（第２版）」（1993）(5) 

 50 万分の１地質図幅 

  「青森」（1960）(6) 

気象庁編 

 「日本活火山総覧（第４版）」（2013）(7) 

西来ほか編 

 「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」（2012）(8) 
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 「第四紀噴火・貫入活動データベース」（2014）(9) 

第四紀火山カタログ委員会編 

 「日本の第四紀火山カタログ Ver.1.0」（1999）(10) 

青森県 

 「青森県地質図（20 万分の１）及び青森県の地質」（1998）(11) 

海上保安庁海洋情報部 

 「海域火山データベース」(12) 

町田・新井 

 「新編 火山灰アトラス」（2011）(13) 

安藤ほか 

 「新版 地学教育講座２ 地震と火山」（1996）(14) 
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7.3 検討結果 

7.3.1 使用済燃料貯蔵施設の立地評価 

7.3.1.1 地理的領域内の第四紀火山 

 地理的領域内の第四紀火山及び火山地質図を第 7.3－1 図に示す。 

 地理的領域内には 54 の第四紀火山が分布する。 

 敷地は，下北半島北部の津軽海峡側のほぼ中央部に位置し，この位置は

火山フロントの東側にあたる。 

 敷地北方には支
し

笏
こつ

カルデラ，倶
くっ

多
た

楽
ら

・登別
のぼりべつ

火山群，洞
とう

爺
や

カルデラ，北海

道駒
こま

ヶ
が

岳
たけ

，恵
え

山
さん

，渡島大島等があり，その周辺には火山岩及び火砕流堆積

物が認められるが，敷地周辺には到達していない。 

 敷地が位置する下北半島には，恐山
おそれざん

，陸奥 燧
ひうち

岳
だけ

，大畑
おおはた

カルデラ，野平
の だ い

カルデラ等があり，その周辺には火山岩及び火砕流堆積物が認められ，敷

地を中心とする半径５km 以内（以下，「敷地近傍」という。）に及んでいる。 

 敷地南方には，八甲田
はっこうだ

カルデラ，十
と

和
わ

田
だ

，岩
いわ

木
き

山，秋
あき

田
た

焼
やけ

山
やま

，八幡
はちまん

平
たい

火

山群等があり，その周辺には火山岩及び火砕流堆積物が認められるが，敷

地周辺には到達していない。 

 

7.3.1.2 使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山 

 地理的領域内の第四紀火山の活動期間を第 7.3－1 表に示す。 

 完新世に活動を行った火山として，樽前
たるまえ

山，風不死岳
ふっぷしだけ

（気象庁編（2013）（7）に

よる「樽前山」に含まれる。），恵庭
えにわ

岳
だけ

，倶多楽・登別火山群（気象庁編（2013）(7)

による「倶多楽」に相当する。），有珠山
う す ざ ん

，北海道駒ヶ岳，恵山，渡島大島，

恐山，岩木山，北八甲田火山群（気象庁編（2013）(7)による「八甲田山」

に相当する。），十和田，秋田焼山，八幡平火山群（気象庁編（2013）(7)に

よる「八幡平」に相当する。）の 14 火山がある。 
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 なお，恐山は完新世に噴火した火山ではないが，「概ね過去１万年以内に

噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山」が活火山と定義されて

いることから，完新世に活動を行った火山として扱うこととした。 

 完新世に活動を行っていない火山（40 火山）のうち，ホロホロ・徳舜瞥
とくしゅんべつ

，

オロフレ・来馬
ら い ば

，尻別岳
しりべつだけ

，横津岳
よこつだけ

，陸奥燧岳，田代
た し ろ

岳
だけ

，藤沢
ふじさわ

森
もり

，南八甲田

火山群，八甲田カルデラ，八幡
はちまん

岳
だけ

火山群，先十和田
せ ん と わ だ

の 11 火山は，最後の活

動からの経過期間が活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなされる

火山である。これらに対して，支笏カルデラ，鷲別
わしべつ

岳
だけ

，洞爺カルデラ，洞

爺中島，虻田
あ ぶ た

，写万部山
しゃまんべやま

，長磯
ながいそ

，砂
さ

蘭部
ら ん べ

岳
だけ

，濁川
にごりかわ

カルデラ，渡島
お し ま

毛
け

無山
なしやま

，

木地挽山
き じ び き や ま

，恵山
え さ ん

丸山
まるやま

，銭亀
ぜにがめ

，函館山
はこだてやま

，知内
しりうち

，渡島
お し ま

小島
こ じ ま

，大畑カルデラ，野

平カルデラ，於法
お ほ う

岳
たけ

，太良
だ い ら

駒ヶ岳
こまがたけ

，碇
いかり

ヶ
が

関
せき

カルデラ，三ツ森
み つ も り

，阿闍羅山
あ じ ゃ ら や ま

，

沖浦
おきうら

カルデラ，稲庭
いなにわ

岳
だけ

，七
なな

時雨山
しぐれやま

，荒木田山
あ ら き だ や ま

，高倉
たかくら

・黒森，柴倉岳
しばくらだけ

につい

ては，最後の活動からの経過期間が活動期間内の最大休止期間よりも長い

とみなされる火山である。 

 以上の結果，使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山として，樽前

山，風不死岳，恵庭岳，倶多楽・登別火山群，ホロホロ・徳舜瞥，オロフ

レ・来馬，尻別岳，有珠山，北海道駒ヶ岳，横津岳，恵山，渡島大島，陸

奥燧岳，恐山，岩木山，田代岳，藤沢森，南八甲田火山群，北八甲田火山

群，八甲田カルデラ，八幡岳火山群，十和田，先十和田，秋田焼山，八幡

平火山群の 25 火山を抽出した。 

 

7.3.1.3 使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山の個別評価 

 使用済燃料貯蔵施設に影響を及ぼし得る火山の活動履歴に関する文献

調査により，評価対象となる火山事象について第 7.3－2 表に整理した。 

 火砕物密度流については，恵庭岳，ホロホロ・徳舜瞥，渡島大島，藤沢
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森，八幡平火山群の活動履歴に広範囲に及ぶ顕著な火砕物密度流の発生は

認められない。また，樽前山，風不死岳，倶多楽・登別火山群，オロフレ・

来馬，尻別岳，有珠山，北海道駒ヶ岳，横津岳，恵山，岩木山，田代岳，

南八甲田火山群，北八甲田火山群，八甲田カルデラ，八幡岳火山群，十和

田，先十和田，秋田焼山の周辺には，比較的広範囲に火砕流堆積物が分布

するものの，敷地周辺では認められない（第 7.3－1 図）。したがって，こ

れら 23 火山については，火砕物密度流が施設に影響を及ぼす可能性が十

分に小さいと判断される。一方，恐山及び陸奥燧岳は，敷地周辺に位置し，

火砕物密度流の発生が認められることから詳細検討の対象とした。 

 溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地からの距離

が 50km 以上の 23 火山は対象外とし，敷地周辺に位置し，溶岩流，岩屑な

だれの発生が認められる恐山及び陸奥燧岳を詳細検討の対象とした。 

 新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地周辺に位置する恐山及

び陸奥燧岳を詳細検討の対象とし，その他 23 火山については，敷地から十

分離れていることから，これらの事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分

に小さいと判断される。 
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（承認番号 平 30 情使，第 1125 号） 
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第 7.3－2 表 評価対象となる設計対応不可能な火山事象 
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第 7.3－1 図 地理的領域の火山地質図 
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第 7.3－15 図 敷地及び敷地近傍で確認される主な降下火砕物 
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令和2年11月11日付け，原規規発第2011113号をもって事業変更許可受け

たリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の添

付書類六の記述のうち，「第1.1－2表 弾性設計用地震動Sd－A及びSd－

B1～Sd－B4の 大加速度振幅値」を「第1.1－2表 弾性設計用地震動Sd－

A及びSd－B1～Sd－B5の 大加速度振幅値」と読み替えるとともに，下記

項目の関連図面等を次のとおり変更する。 

 

記 

 

1. 安全設計 

第 1.1－2 表 弾性設計用地震動 Sd－A 及び Sd－B1～Sd－B5 の 大加速

度振幅値 

第 1.1－1 図 一関東評価用地震動（鉛直方向）の応答スペクトル 

第 1.1－2 図 弾性設計用地震動の応答スペクトル 
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第 1.1－2 表 弾性設計用地震動 Sd－A 及び Sd－B1～Sd－B5 の 

大加速度振幅値 

弾性設計用地震動 

大加速度振幅値（cm/s2） 

水平方向1

（H1） 

水平方向2

（H2） 

鉛直方向

（V） 

Sd－A 300 200 

Sd－B1 310 160 

Sd－B2 225 245 160 

Sd－B3 215 200 150 

Sd－B4 270 250 － 

Sd－B5 349 221 
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第1.1－1図 一関東評価用地震動（鉛直方向）の応答スペクトル 
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1. 概要 

本説明書は，変更後における使用済燃料貯蔵施設の保安のための業務に

係る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書として，品質管理に関す

る事項に基づき，使用済燃料貯蔵施設の当該事業変更許可申請（以下「本

申請」という。）に当たって実施した設計活動に係る品質管理の実績及び

その後の工事等の活動に係る品質管理の方法，組織等に係る事項を記載す

る。 

 

2. 基本方針 

本説明書では，本申請における，「実施した設計活動に係る品質管理の

実績」及び「その後の工事等の活動に係る品質管理の方法，組織等に係る

事項」を，以下のとおり説明する。 

(1) 設計活動に係る品質管理の実績 

「設計活動に係る品質管理の実績」として，実施した設計の管理の方

法を「3. 設計活動に係る品質管理の実績」に記載する。 

具体的には，組織について「3.1 本申請における設計に係る組織

（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に，実施する各段階につ

いて「3.2 本申請における設計の各段階とその審査」に，品質管理の

方法について「3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法」に，

調達管理の方法について「3.4 本申請における調達管理の方法」に，

文書管理について「3.5 本申請における文書及び記録の管理」に，不

適合管理について「3.6 本申請における不適合管理」に記載する。 

(2) その後の工事等の活動に係る品質管理の方法，組織等に係る事項 

その後の工事等の活動に係る品質管理の方法，組織等に係る事項につ

いては，「4. その後の工事等の活動に係る品質管理の方法等」に記載
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する。 

具体的には，組織について「4.1 その後の工事等の活動に係る組織

（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に，実施する各段階につ

いて「4.2 その後の設計，工事等の各段階とその審査」に，品質管理

の方法について「4.3 その後の設計に係る品質管理の方法」，「4.4 

工事に係る品質管理の方法」及び「4.5 使用前事業者検査の方法」に，

設計及び工事の計画の認可申請（以下「設工認」という。）における調

達管理の方法について「4.6 設工認における調達管理の方法」に，文

書管理について「4.7 その後の設計，工事等における文書及び記録の

管理」に，不適合管理について「4.8 その後の不適合管理」に記載す

る。 

また，設工認に基づき，「使用済燃貯蔵施設の技術基準に関する規則

（令和２年原子力規制委員会規則第８号）（以下「技術基準規則」とい

う。）」への適合性を確保するために必要となる設備（以下「適合性確

認対象設備」という。）の施設管理について，「5. 適合性確認対象設

備の施設管理」に記載する。 

 

3. 設計活動に係る品質管理の実績 

本申請に当たって実施した設計に係る品質管理は，使用済燃料貯蔵事業

変更許可申請書本文における「七、使用済燃料貯蔵施設の保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」（以下「申請書本文

七号」という。）に基づき以下のとおり実施する。 

 

 

 



 9－3 

3.1 本申請における設計に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含

む。） 

設計及び調達は，第１図に示す組織に係る体制で実施する。 

また，設計（「3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法」）及

び調達（「3.4 本申請における調達管理の方法」）の各プロセスを主管

する箇所を第１表に示す。 

第１表に示す各プロセスを主管する箇所の長は，担当する設備に関する

設計並びに調達について，責任と権限を持つ。 

 

3.1.1 設計に係る組織 

設計は，第１表に示す主管箇所のうち，「3.3 本申請における設計に

係る品質管理の方法」に係る箇所が設計を主管する組織として実施する。 

この設計に必要な資料の作成を行うため，第１図に示す体制を定めて設

計に係る活動を実施する。 

なお，本申請において上記による体制で実施した。 

 

3.1.2 調達に係る組織 

調達は，第１表に示す組織の調達を主管する箇所で実施する。 

なお，本申請において上記による体制で実施した。 

 

3.2 本申請における設計の各段階とその審査 

本申請における設計は，本申請における申請書作成及びこれに付随する

基本的な設計として，申請書本文七号「7.3 設計開発」のうち，必要な

事項に基づき以下のとおり実施する。 

本申請における設計の各段階及び調達と申請書本文七号との関係を第２
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表に示す。 

設計を主管する箇所の長は，第２表に示すアウトプットに対する審査

（以下「レビュー」という。）を実施するとともに，記録を管理する。 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，第１表に示す設計を

主管する組織の中で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法 

設計を主管する箇所の長は，本申請における設計として，「3.3.1 設

計開発に用いる情報の明確化」，「3.3.2(1) 申請書作成のための設計」

及び「3.3.2(2) 設計のアウトプットに対する検証」の各段階を実施する。 

以下に各段階の活動内容を示す。 

 

3.3.1 設計開発に用いる情報の明確化 

設計を主管する箇所の長は，本申請に必要な設計開発に用いる情報を明

確にする。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.3.2 設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，本申請における設計を以下のとおり実施す

る。 

(1) 申請書作成のための設計 

設計を主管する箇所の長は，本申請における申請書作成のための設計

を実施する。 

また，設計を主管する箇所の長は，本申請における申請書の作成に必
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要な基本的な設計の品質を確保する上で重要な活動となる，「調達によ

る解析」及び「手計算による自社解析」について，個別に管理事項を実

施し品質を確保する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

(2) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，「3.3.2 設計及び設計のアウトプット

に対する検証」のアウトプットが設計のインプット（「3.3.1 設計開

発に用いる情報の明確化」）で与えられた要求事項に対する適合性を確

認した上で，要求事項を満たしていることの検証を，組織の要員に指示

する。 

なお，この検証は当該業務を直接実施した現設計者以外の者に実施さ

せる。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

(3) 申請書の作成 

事業許可に係る官庁申請を主管する箇所の長は，設計を主管する箇所

の長が実施する本申請における申請書作成のための設計からのアウトプ

ットを基に，本申請に必要な申請書を作成する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

(4) 申請書の承認 

事業許可に係る官庁申請を主管する箇所の長は，本申請に必要な申請

書を，使用済燃料貯蔵施設保安委員会へ付議し，審議を受ける。 

また，事業許可に係る官庁申請を主管する箇所の長は，使用済燃料貯

蔵施設保安委員会の審議を得た本申請における申請書について，原子力

規制委員会への提出手続きの承認を得る。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 
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3.3.3 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は，設計の変更が必要となった場合，各設計結

果のうち，影響を受けるものについて必要な設計を実施し，影響を受けた

段階以降の設計結果を必要に応じ修正する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.4 本申請における調達管理の方法 

調達を主管する箇所の長は，調達管理を確実にするために，以下に示す

管理を実施する。 

 

3.4.1 供給者の技術的評価 

調達を主管する箇所の長は，供給者が当社の要求事項に従って調達製品

を供給する技術的な能力を判断の根拠として，供給者の技術的評価を実施

する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.4.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，本申請における設計に必要な調達を行う場

合，調達に必要な要求事項を明確にし，契約を主管する箇所の長へ供給者

の選定を依頼する。 

また，契約を主管する箇所の長は，「3.4.1 供給者の技術的評価」で，

技術的な能力があると判断した供給者を選定する。 

供給者に対しては品質保証計画書を提出させ審査する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 
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3.4.3 調達管理 

調達を主管する箇所の長は，調達に関する品質保証活動を行うに当たっ

て，以下に基づき業務を実施する。 

なお，本申請において上記による活動は以下のとおり実施した。 

(1) 仕様書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ調達要求事項を含めた

仕様書を作成し，供給者の業務実施状況を適切に管理する。

（「3.4.3(2) 調達した役務の検証」参照） 

(2) 調達した役務の検証 

調達を主管する箇所の長は，調達した役務が調達要求事項を満たして

いることを確実にするために調達した役務の検証を行う。 

供給者先で検証を実施する場合は，あらかじめ仕様書で検証の要領及

び調達した役務のリリースの方法を明確にした上で，検証を行う。 

 

3.4.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は，供給者の品質保証活動及び

健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で，かつ，確実に行わ

れていることを確認するために，請負会社他品質監査を実施する。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.5 本申請における文書及び記録の管理 

本申請における設計に係る文書及び記録については，品質マネジメント

文書，それらに基づき作成される品質記録であり，これらを適切に管理す

る。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 



 9－8 

3.6 本申請における不適合管理 

本申請に基づく設計において発生した不適合については，適切に処置を

行う。 

なお，本申請において上記による活動を実施した。 

 

4. その後の工事等の活動に係る品質管理の方法等 

その後の工事等の活動に係る品質管理の方法，組織等に係る事項につい

ては，申請書本文七号に基づき以下のとおり実施する。 

 

4.1 その後の工事等の活動に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達

含む。） 

その後の工事等の活動は，第１図に示す組織に係る体制で実施する。 

 

4.2 その後の設計，工事等の各段階とその審査 

4.2.1 設計及び工事等のグレード分けの適用 

設計及び工事等におけるグレード分けは，使用済燃料貯蔵施設の安全上

の重要度に応じて行う。 

 

4.2.2 設計及び工事等の各段階とその審査 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，その

後における設計及び工事等の各段階において，レビューを実施するととも

に，記録を管理する。 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，設計及び工事を主管

する組織の中で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

 



 9－9 

4.3 その後の設計に係る品質管理の方法 

設計を主管する箇所の長は，設工認における技術基準規則等への適合性

を確保するための設計を実施する。 

 

4.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

その後の設計を主管する箇所の長は，設工認に必要な要求事項を明確に

する。 

 

4.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

その後の設計を主管する箇所の長は，各条文の対応に必要な適合性確認

対象設備を抽出する。 

 

4.3.3 設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の技術基準規則等への

適合性を確保するための設計を実施する。 

(1) 基本設計方針の作成（設計１） 

設計を主管する箇所の長は，技術基準規則等の適合性確認対象設備に

必要な要求事項に対する設計を漏れなく実施するために，技術基準規則

の条文ごとに各条文に関連する要求事項を用いて設計項目を明確にした

基本設計方針を作成する。 

(2) 適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計２） 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備に対し，変更があっ

た要求事項への適合性を確保するための詳細設計を，「設計１」の結果

を用いて実施する。 
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(3) 詳細設計の品質を確保する上で重要な活動の管理 

設計を主管する箇所の長は，詳細設計の品質を確保する上で重要な活

動となる，「調達による解析」及び「手計算による自社解析」について，

個別に管理事項を実施し，品質を確保する。 

(4) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，「4.3.3 設計及び設計のアウトプット

に対する検証」のアウトプットが設計のインプット（「4.3.1 適合性

確認対象設備に対する要求事項の明確化」及び「4.3.2 各条文の対応

に必要な適合性確認対象設備の選定」参照）で与えられた要求事項に対

する適合性を確認した上で，要求事項を満たしていることの検証を，組

織の要員に指示する。 

なお，この検証は適合性確認を実施した者の業務に直接関与していな

い上位職位の者に実施させる。 

(5) 設工認申請書の作成 

設工認申請に係る総括を主管する箇所の長は，設計を主管する箇所の

長が実施する設計からのアウトプットを基に，設工認申請書を作成する。 

(6) 設工認申請書の承認 

設工認申請に係る総括を主管する箇所の長は，設工認申請書を使用済

燃料貯蔵施設保安委員会へ付議し，審議を受けた後に承認を得る。 

 

4.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は，設計対象の追加又は変更が必要となった場

合，各設計結果のうち，影響を受けるものについて必要な設計を実施し，

影響を受けた段階以降の設計結果を必要に応じ修正する。 
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4.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は，具体的な設備の設計の実施及びその結果を

反映した設備を導入するために必要な工事を，「4.6 設工認における調

達管理の方法」の管理を適用して実施する。 

 

4.4.1 具体的な設備の設計の実施（設計３） 

工事を主管する箇所の長は，工事段階において，要求事項に適合するた

めの具体的な設計（設計３）を実施し，決定した具体的な設備の設計結果

を取りまとめる。 

 

4.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は，要求事項に適合する設備を設置するための

工事を実施する。 

 

4.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載

された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合してい

ることを確認するため，使用前事業者検査を計画し，当該使用前事業者検

査の対象となる機器等の工事に関与していない要員が使用前事業者検査を

実施することにより，独立性を確保した検査体制のもと，実施する。 

 

4.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載

された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合してい

ることを確認するために，以下の項目について検査を実施する。 
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(1) 実設備の仕様の適合性確認 

(2) 品質マネジメントシステムに係る検査 

 

4.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認

に記載された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合

していることを確認するため，使用前事業者検査を計画する。 

 

4.5.3 検査計画の管理 

検査を担当する箇所の長は，使用前事業者検査の実施時期及び使用前事

業者検査が確実に行われることを管理する。 

 

4.5.4 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，検査要領書の作成，検査体制を確立して実施する。 

 

4.6 設工認における調達管理の方法 

調達を主管する箇所の長は，設工認で行う調達管理を確実にするために，

品質管理に関する事項に基づき以下に示す管理を実施する。 

 

4.6.1 供給者の技術的評価 

調達を主管する箇所の長は，供給者が当社の要求事項に従って調達製品

を供給する技術的な能力を判断の根拠として，供給者の技術的評価を実施

する。 
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4.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，設工認に必要な調達を行う場合，原子力安

全に対する影響，供給者の実績等を考慮し，業務の重要度に応じてグレー

ド分けを行い管理する。 

 

4.6.3 調達製品の調達管理 

調達を主管する箇所の長は，調達に関する品質保証活動を行うに当たっ

て，原子力安全に対する影響及び供給者の実績等を考慮し，以下の調達管

理に基づき業務を実施する。 

(1) 仕様書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ，品質管理に関する事

項に基づく調達要求事項を含めた仕様書を作成し，供給者の業務実施状

況を適切に管理する。（「4.6.3(2) 調達製品の管理」参照） 

(2) 調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は，当社が仕様書で要求した製品が確実に納

品されるよう調達製品が納入されるまでの間，製品に応じた必要な管理

を実施する。 

(3) 調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長は，調達製品が調達要求事項を満たしている

ことを確実にするために調達製品の検証を行う。 

なお，供給者先で検証を実施する場合，あらかじめ仕様書で検証の要

領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で，検証を行う。 

 

4.6.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は，供給者の品質保証活動及び
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健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で，かつ，確実に行わ

れていることを確認するために，請負会社他品質監査を実施する。 

 

4.7 その後の設計，工事等における文書及び記録の管理 

その後の設計，工事等における文書及び記録については，申請書本文七

号に示す文書，それらに基づき作成される品質記録であり，これらを適切

に管理する。 

 

4.8 その後の不適合管理 

その後の設計，工事及び試験・検査において発生した不適合については

適切に処置を行う。 

 

5. 適合性確認対象設備の施設管理 

工事を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備について，技術基準規

則への適合性を使用前事業者検査を実施することにより確認し，適合性確

認対象設備の使用開始後においては，施設管理に係る業務プロセスに基づ

き使用済燃料貯蔵施設の安全上の重要度に応じた点検計画を策定し保全を

実施することにより，適合性を維持する。 
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第１表 設計及び調達の実施の体制 

プロセス 主管箇所 

3.3 

 

 

本申請における設計に

係る品質管理の方法 

 

企画総務部 

防災安全部 

技術安全部 

貯蔵保全部 

キャスク設計製造部 

総務グループ 

防災安全グループ 

環境・放射線管理グループ 

保全グループ 

土木・建築グループ 

キャスク設計製造グループ 

3.4 

 

 

本申請における調達管

理の方法 

 

企画総務部 

品質保証部 

防災安全部 

技術安全部 

貯蔵保全部 

キャスク設計製造部 

総務グループ 

品質保証グループ 

防災安全グループ 

技術グループ 

環境・放射線管理グループ 

保全グループ 

貯蔵グループ 

土木・建築グループ 

キャスク設計製造グループ 
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第２表 本申請における設計の各段階及び調達 

（申請書本文七号との関係） 

各段階 
申請書本文七号

の対応項目 
概 要 

設
計 

3.3 本申請における

設計に係る品質

管理の方法 

7.3.1 設計開発

計画 

本申請及びこれに付

随する基本設計を実

施するための計画 

3.3.1 設計開発に用い

る情報の明確化 

7.3.2 設計開発

に用いる情報 

本申請及びこれに付

随する基本設計の要

求事項の明確化 

3.3.2 

(1) ※ 

申請書作成のた

めの設計 

7.3.3 設計開発

の結果に係る情

報 

本申請における申請

書作成のための設計 

3.3.2 

(2)  

設計のアウトプ

ットに対する検

証 

7.3.5 設計開発

の検証 

本申請及びこれに付

随する基本設計の妥

当性のチェック 

3.3.3 

※ 

設計における変

更 

7.3.7 設計開発

の変更の管理 

設計対象の追加や変

更時の対応 

調
達 

3.4 本申請における

調達管理の方法 

7.4 調達 本申請に必要な設計

に係る調達管理 

※：「3.2 本申請における設計の各段階とその審査」で述べている「設計

の各段階におけるレビュー」の各段階を示す。 
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第１図 適合性確認に関する体制表 

経理グループ 

技術グループ 

技術安全部 

品質保証 

グループ 

防災安全 

グループ 

品質保証部 

環境・放射線 

管理グループ 

貯蔵グループ 貯蔵保全部 

保全グループ 

土木・建築 

グループ 

地域交流 

グループ 

地域交流部 

キャスク設計 

製造グループ 

キャスク設計 

製造部 

立地・広報 

グループ 

防災安全部 

社 長 

品質監査部 
品質監査 

グループ 

企画総務部 総務グループ 

企画グループ 

リサイクル燃料

備蓄センター長 

使用済燃料 

取扱主任者 

品質保証委員会 

使用済燃料貯蔵

施設保安委員会 




